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出雲市農業委員会（第２期）第３２回総会 議事録 

 

 

「農業委員会等に関する法律」第２７条第１項の規定に基づき会長が総会を招集。 

 

１ 日時  令和５年(2023)３月２４日（金） 午後２時３０分から午後４時１５分 

 

２ 場所  出雲市役所 ３階 庁議室 

 

３ 出席委員（２１名） 

  大梶 泰男  石飛 政樹  松本 尚幸  原 孝治   河原 基    

  落合 光啓  佐野 芳夫  松井 幸男  岡 正    水 壯   

    石飛 忠宏  渡部 靖司  上野 正夫  天野 明浩  塩野 一男  

 板垣 房雄  今岡 充   持田 守夫  伊藤 美樹  青木 敏男 

 若槻 博美   

   

４ 欠席委員（３名） 

岡田 征記  江角 昭夫  遊木 龍治   

 

５ 提出議題 

⑴  報告事項 

報第１０８号 会長専決処分の報告 

報第１０９号 農地法第１８条第６項の規定による通知について 

報第１１０号 農地法第３条の３第１項の規定による届出について 

報第１１１号 農地法第２条第３項の規定による農地所有適格法人について 

 

⑵  議案審議 

議第２１４号 農業経営基盤強化促進法に係る農用地利用集積計画の決定について 

議第２１５号 農地法第３条の規定による許可の決定について 

議第２１６号 農地法第４条の規定による許可の決定及び承認について 

議第２１７号 農地法第５条の規定による許可の決定及び承認について 

議第２１８号 農地転用事業計画変更申請決定について 

議第２１９号 非農地証明について 

議第２２０号 所有者等を確知できない農地の公示について 

議第２２１号 農作業料金及び農業臨時雇用賃金の決定について 
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 会長あいさつ 

 

６ 議事  

会長が議長を務め、総会の開会を宣する。出席者が過半数を超え会議の成立を宣する。 

署名委員に１９番持田守夫委員、２１番伊藤美樹委員を指名する。 

 

議  長   それでは、お手元の次第にしたがって進行いたします。 

報告事項、報第１０８号会長専決処分の報告、報第１０９号農地法第１８

条第６項の規定による通知について、報第１１０号農地法第３条の３第１項

の規定による届出について、報第１１１号 農地法第２条第３項の規定によ

る農地所有適格法人についてを一括して報告します。 

       報第１０８号会長専決処分について、報告いたします。第２８回総会で承

認いたしました案件で、都市計画法第２９条第１項に基づく開発行為の許可

が未済のため、許可保留としていました農地法第５条１件について、令和５

年３月２日付で開発行為の許可がありましたので、許可日と同日の令和５年

３月２日付で許可決定しております。以上、報告といたします。 

 

議  長   続いて、報第１０９号農地法第１８条第６項の規定による通知について、

事務局から報告をお願いします。 

 

和泉主事   それでは、報第１０９号について、説明します。農地の賃貸借の解約等は、

原則的に県知事の許可が必要ですが、農地法第１８条第１項第２号で、貸し

手と借り手の合意による解約が、その農地の引渡しの期限前の６ヶ月以内に

成立した旨が書面において明らかな場合は契約終了の手続きができます。報

告事項の１ページから６ページをご覧ください。今月は受付番号１４１番か

ら１５２番の１２件の通知がありました。なお、今回永小作権の解約通知が

多く出ていますが、永小作権とは民法の２７０条に規定されている、小作料

を支払い他人の土地で耕作できる権利で、農地法施行後は賃貸借権や使用貸

借による利用権の設定が一般的です。内訳としては、農地法３条申請のため

が３件、転用申請のためが２件、借人の都合が３件、貸人の都合が３件、担

い手による農地集積のためが１件となっています。農地の引渡しの時期が、

解約の合意の成立後６ヶ月以内であることを書面で確認しており、県知事の

許可を要しないものと考えます。以上報告といたします。 

 

議  長   続いて、報第１１０号農地法第３条の３第１項の規定による届出について、

事務局から報告をお願いします。 
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和泉主事   それでは、報第１１０号それでは、報第１１０号 農地法第３条の３第１

項の規定による届出について、ご説明いたします。農地法第３条の３におい

て、「相続」や、「時効取得」などの、農地法の許可を要しない権利取得につ

きましては、権利を取得した者は、農業委員会にその旨を届出しなければな

らないこととされています。 

第３２回総会報告事項の７ページから１３ページをご覧ください。この届

出の先月受付分は、受付番号２０３番から２２３番までの２１件でした。権

利の取得事由は、２１件全てが「相続」によるものでした。市外在住の相続

人からの届出などについては、備考欄に記載しております。受付番号２０３

番と２０４番、２０８番と２０９番は、それぞれ関連する届出です。受付番

号２０４番について、備考欄に持分２分の１ずつと書いてありますが、これ

は被相続人からそれぞれ２分の１ずつの持分で農地を相続され、ご家族で管

理されるそうです。なお、本届出の受理通知は、届出書の到達があった日か

ら４０日以内とされております関係上、３月８日付けで通知を出しておりま

す。以上、報告といたします。 

 

議  長   続いて、報第１１１号農地法第２条第３項の規定による農地所有適格法人

について、事務局から報告をお願いします。 

 

藤原事務局長 報第１１１号  農地法第２条第３項の規定による農地所有適格法人につい

て報告します。報告事項の１４ページから１５ページをご覧ください。農事

組合法人、株式会社又は持分会社で法に規定する要件を満たすものについて

は、農地所有適格法人として、農地を取得又は借入し、農業経営を行うこと

ができます。出雲市内においては、昨年３月の報告以降新たに設立され農地

の権利を取得した法人が５法人、(同)安達ファーム、（株）ブダウ、（株）小

林牧場、(同)エスポアールファーム、農口屋（株）あります。一方で本年２

月に斐川地域のアグリード羽根と神田が合併し、アグリードいずもとなった

ことにより１法人減り現在の農地所有適格法人数は１０９となっています。

なお、このなかには現在農地の権利を有しておらず休止中の法人が１法人含

まれています。これらの法人につきましては、農地法第６条の規定により毎

事業年度ごとに要件確認のための報告が義務付けられており、これにより農

地所有適格法人としての要件を確認しています。以上 報告と致します。 

 

議  長   報告事項について、一括して報告をいたしましたが、ご質問はございませ

んか。 
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議  長   質問は無いものと認めます。 

 

議  長   続いて、議案の審議を行います。議第２０８号農業経営基盤強化促進法に

係る農用地利用集積計画の決定について、を議題といたします。農業振興課

河井係長から内容について、説明をお願いします。 

 

河井係長   議第２１４号農業経営基盤強化促進法に係る農用地利用集積計画の決定に

ついてご説明いたします。農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に

より、市は、農業委員会において「農用地利用集積計画」を決定していただ

くこととなっておりますので、本案件の適否について、今総会でのご判断を

お願いいたします。それでは、３月３１日公告予定の集積計画の概要をご説

明いたします。お手元の農用地利用集積計画の２ページをご覧ください。 

まず、賃借権の設定です。２ページ上の利用権設定合計の賃借権の行をご

覧ください。設定合計は、３９３筆、６４６，８５２．２２㎡、うち新規の

設定が２４筆、２９，４３５㎡、再設定が３６９筆、６１７，４１７．２２

㎡です。この内訳については２ページの別表①の総計欄の一番下、合計をご

覧ください。相対分合計が、２０筆、２４，０９７㎡、中間管理事業分合計

が３７３筆、６２２，７５５．２２㎡すべて中間管理事業一括方式分となっ

ております。続きまして使用貸借権の設定です。２ページ上の利用権設定合

計の使用貸借権の行をご覧ください。設定合計は３８８筆、４４３，４５６

㎡、そのうち新規の設定が、６１筆、４９，３８５㎡、再設定が、３２７筆、

３９４，０７１㎡です。この内訳については３ページの別表②の総計欄の一

番下、合計ご覧ください。相対分合計が、１４筆、１４，１６６㎡、中間管

理事業分合計が、３７４筆、４２９，２９０㎡すべて中間管理事業一括方式

分となっております。今月のすべての利用権設定の合計は、２ページ上の段

の利用権設定合計の総計欄の一番下の合計の欄をご覧ください。７８１筆、

１，０９０，３０８.２２㎡ です。その他 詳細な設定内容は、４ページ以

降の各筆明細でご確認ください。また、今月は所有権の移転がございますの

で、ご説明いたします。１４４ページの「農用地利用集積計画 所有権移転」

及び１４５ページの「所有権移転 総括表」をご覧ください。農業経営基盤

強化促進法第５条第３項の規定により、県が指定する農地中間管理機構であ

る「公益財団法人しまね農業振興公社」は、農地を出し手農家から買い入れ、

中間保有した後、担い手である受け手農家へ売り渡します。この事業を活用

して所有権移転を行うと、農地の出し手、受け手ともに税制上の優遇措置を

受けることができ、担い手への集積が効率的に促進されます。今月の所有権
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移転の合計は、５筆、１０，４９５㎡です。以上、今月の申請の案件は、出

雲市における基本構想に適合するとともに、権利者及び利用権の設定をうけ

た者が経営農地の全てを効率的に利用し、必要な農作業に常時従事するもの

として作成したものです。また、前回の総会で決定いただきました、農地中

間管理事業の集積計画につきまして、お配りしております「農地中間管理事

業による農用地利用配分計画（案）」として公益財団法人しまね農業振興公社

に提出いたしますのでご確認ください。農用地利用集積計画についての説明

は、以上でございます。 

最後に少しお時間をいただいて、農業経営基盤強化促進法改正後の利用権

設定の変更についてご説明いたします。お配りしています別紙資料をご覧く

ださい。令和５年４月１日から農業経営基盤強化促進法が改正施行されます。

その中で利用権関係について、次のとおり変更になります。１点目は農用地

利用集積計画についてです。改正基盤法では、これまでの農用地利用集積計

画から農用地利用集積等促進計画に変わります。次に大きな変更点としまし

て、基盤法での相対契約ができなくなり、農地中間管理事業のみとなります。

これにより、相対契約については、農地法第３条で行うことになります。次

に手続き方法についてですが、従来の集積計画では農業委員会が決定し、市

が公告していましたが、促進計画では、県が認可公告することになります。

これにつきましては、市が県から権限移譲を受けることになれば、市が公告

認可することになります。次に促進計画に移行するのはいつなのかといいま

すと、実際に促進計画として利用権設定を行うのは、地域計画が公告された

後になります。それまでは、経過措置期間として従来の集積計画により、相

対も含めて従来どおりの手続きを行ってまいります。ただし、地域計画の策

定期限が令和６年度末となっていますので、最長でもそれまでの間となりま

す。続きまして、農用地利用配分計画についてです。配分計画とは、中間管

理事業において、一旦中間管理機構が借り受けて、期間を置いて、耕作者に

転貸することをいいますが、法改正後は、集積計画と同様に促進計画に変わ

ります。手続きについては、促進計画は配分計画と同様に県が認可公告しま

すが、県から権限移譲を受けた場合は、市で認可公告することが可能になり

ます。なお、配分計画については、経過措置はなく、令和５年４月１日から

促進計画に変わります。今月から中間管理事業の利用権設定は、すべて中間

管理事業の一括方式で行うようにしました。そのため、今後配分計画として

でてくる案件は少ないと思っておりますので、影響は少ないものと考えてお

ります。権限移譲については、市が受けるか受けないかということについて、

県と協議を進めています。受ける場合でも、地域計画策定のタイミングと考

えています。 
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色々と説明しましたが、法改正後も当面これまでどおり、農用地利用集積

計画で利用権設定を行って参ります。ただ、配分計画については、促進計画

という名称に変わるとところですが、手続きもこれまでどおり、変更はござ

いません。今回は、法改正の内容をお知らせさせていただきました。以上で

説明は終わります。 

 

議  長   それでは、議題となっています議第２１４号のうち、５０件が農業委員関

与案件となります。その内、２１番伊藤美樹委員の関与案件が、６ページの

５０６９番となります。それでは、２１番伊藤 美樹委員の関与案件１件を

先議案件といたします。農業委員会等に関する法律第３１条の規定により、

２１番伊藤 美樹委員が除斥となります。 

 

議  長   本先議案件について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。そういたしますと、議第２１４号のう

ち２１番伊藤美樹委員の関与案件１件の先議案件について承認される方の挙

手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、２１番伊藤美樹委員の関与案件１件を承認

します。ここで伊藤委員の除斥を解除いたします。 

 

議  長   次に、１６番塩野一男委員の関与案件が２４ページの３８１番から２８ペ

ージの３９３番の１３件となります。それでは、１６番塩野一男委員の関与

案件１３件を先議案件といたします。農業委員会等に関する法律第３１条の

規定により、１６番塩野一男委員が除斥となります。 

 

議  長   本先議案件について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。そういたしますと、議第２１４号のう

ち１６番塩野一男委員の関与案件１３件の先議案件について承認される方の

挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、１６番塩野一男委員の関与案件１３件を承

認します。ここで塩野委員の除斥を解除いたします。 

 

議  長   続いて、４番原孝治委員の関与案件が３３ページの４０９番、となります。
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それでは、４番原孝治委員の関与案件１件を先議案件といたします。農業委

員会等に関する法律第３１条の規定により、４番原孝治委員が除斥となりま

す。 

 

議  長   本先議案件について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。そういたしますと、議第２１４号のう

ち４番原孝治委員の関与案件１件の先議案件について承認される方の挙手を

求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、４番原孝治委員の関与案件１件を承認しま

す。ここで原委員の除斥を解除いたします。 

 

議  長   続いて、５番河原基委員の関与案件が１０１ページの５３８番から１１７

ページの５７２番の３５件、となります。それでは、５番河原基委員の関与

案件３５件を先議案件といたします。農業委員会等に関する法律第３１条の

規定により、５番河原基委員が除斥となります。 

 

議  長   本先議案件について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。そういたしますと、議第２１４号のう

ち５番河原基委員の関与案件３５件の先議案件について承認される方の挙手

を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、５番河原基委員の関与案件３５件を承認し

ます。ここで河原委員の除斥を解除いたします。 

 

議  長   続きまして、議第２１４号のうち、先ほどの先議案件５０件を除くすべて

の案件についてご質問、ご意見はございませんか。 

 

持田委員   議席番号１９番の持田です。基盤法改正の説明について、確認ですが、当

面基盤法での相対については、当面出雲市ではやっていき、様式も変わらな

いということでよいですね。 

 

河井係長   そのとおりです。 
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持田委員   ありがとうございました。何件か相談を受けていたもので。 

 

議  長   他に質問はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。そういたしますと、議第２１４号のう

ち、先議案件５０件を除くすべての案件について承認される方の挙手を求め

ます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、議第２１４号のうち、先議案件５０件を除

くすべての案件について承認します。 

 

議  長   次に、議第２１５号農地法第３条の規定による許可の決定について、を議

題といたします。事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

和泉主事   それでは、議第２１５号農地法第３条の規定による許可の決定について、

ご説明いたします。第３２回総会議案の１－１ページの左側の欄をご覧く

ださい。今月は、所有権移転の申請が６件ありました。個別の事案につい

てご説明いたします。１ページから２ページをご覧ください。なお、備考

欄に※印で記載のあるものにつきましては、令和５年１月２６日の総会に

て別段面積の適用を決定した土地でございます。 

受付番号１３８番について説明します。譲渡人は、高齢による労力不足

のため、近隣農地耕作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後は、

受人が野菜を栽培される計画です。 

つづいて、受付番号１３９番と１４０番は譲受人が同じですので合わせ

て説明します。譲渡人は、１３９番は規模縮小のため、１４０番は他の耕

作地から離れていることによる耕作不便のため、近隣農地耕作者である受

人に譲渡するものです。所有権移転後は、受人が自己所有地と一体的に野

菜を栽培される計画です。 

つづいて、受付番号１４１番について説明します。譲渡人は、就労によ

る労力不足のため、譲渡人の親戚で近隣居住者である受人に譲渡するもの

です。所有権移転後は、受人が水稲や野菜、大豆、みかん等を栽培される

計画です。 

つづいて、受付番号１４２番について説明します。譲渡人は、怪我によ

る労力不足のため、譲渡人の弟で近隣居住者である受人に譲渡するもので
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す。所有権移転後は、受人が野菜を栽培される計画です。 

つづいて、受付番号１４３番について説明します。譲渡人は、耕作不便

のため、近隣の土地所有者である受人に譲渡するものです。所有権移転後

は、受人が大根等の野菜を栽培される計画です。 

以上、受付番号１３８番から１４３番については、３ページから４ペー

ジの調査書に記載しておりますとおり、農地法第３条２項各号 不許可に

は該当しないため、許可要件のすべてを満たすと考えます。説明は以上で

す。 

 

議  長   ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２１５号農地法第３

条の規定による許可の決定について、を承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって議第２１５号農地法第３条の規定による許可

の決定について、を承認いたします。 

 

議  長   次に、議第２１６号農地法第４条の規定による許可の決定及び承認につい

て、を議題といたします。事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

後藤副主任  それでは、議第２１６号 農地法第４条の規定による許可の決定及び承認

について、ご説明いたします。第３２回総会議案の１－１ページをご覧くだ

さい。今月は、１３件の申請がありました。議案書は５ページから６ページ、

参考資料は１ページから２４ページをご覧ください。議案書欄外左に丸印を

つけている５件について、４月に開催予定の第８５回常設審議委員会に諮問

する予定です。なお、説明案件はありません。 

今月は追認の案件が９件あります。受付番号７２番の案件は、１５年前か

ら一部を車庫として利用していたものです。受付番号７３番の案件は、平成

９年に転用許可の後、計画者死亡により転用の効力が消滅していたにも関わ

らず、相続人がアパートの敷地として利用していたものです。受付番号７５

番の案件は、１０年前から駐車場及び物置小屋として利用していたものです。

受付番号７６及び７７番の案件は、昭和５３年頃から墓地、昭和６２年頃か

ら物置及び車庫として利用していたものです。この度、東側からの進入路の

拡張を計画し確認したところ、転用の手続きがされていないことがわかりま

とめて申請を行うものです。受付番号７８番の案件は、昭和３５年頃から倉
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庫用地として利用していたものです。受付番号８０番及び８１番の案件は、

昭和５４年頃から農業用倉庫、平成５年頃から駐車場として利用していたも

のです。この度墓地の移設を計画し確認したところ、転用の手続きがされて

いないことがわかりまとめて申請を行うものです。受付番号８２番の案件は、

昭和４０年頃から通路及び駐車場用地として利用していたものです。申請は

事後になりましたが、悪意はないものと判断しています。転用許可基準は満

たしており、事業者には始末書の提出を受け、農地法に違反することのない

よう指導しております。以上、受付番号７１番から８３番については、農地

法に規定する不許可の要件には該当しないものと認められます。説明は以上

です。 

 

議  長   ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２１６号農地法第４条

の規定による許可の決定及び承認について、承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   よって議第２１６号の全案件を許可決定及び承認いたします。 

 

議  長   次に、次に、議第２１７号農地法第５条の規定による許可の決定及び承認

について、及び関連がございますので、議第２１８号農地転用事業計画変更

の決定について、を議題といたします。事務局から内容について、説明をお

願いします。 

 

吉川主任   議第２１７号について、ご説明いたします。議案書の７ページから１２ペ

ージ、説明資料の１ページから２６ページ、参考資料の２５ページから６８

ページをご覧ください。今月は、所有権の移転が１８件、賃貸借権の設定が

６件、使用貸借権の設定が６件の合計３０件の申請がありました。議案書欄

外左に丸印をつけている１１件について、４月に開催予定の第８５回常設審

議委員会に諮問する予定です。それでは、個別の案件についてご説明いたし

ます。 

議案書７ページの受付番号２９９番です。説明資料の１ページから３ペー

ジをご覧ください。本案件は、事業計画変更の受付番号３７番とセットにな

ります。また、事業計画変更の受付番号３６番と一体的な計画になりますの

で、議案書１３ページから１４ページの受付番号３６番及び３７番及び説明

資料の１ページから５ページをあわせてご覧ください。転用場所は里方町の

宅地外１２筆です。案内図は２ページ及び４ページです。転用目的は居宅兼
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店舗及び建売分譲地です。面積は転用面積・所要面積ともに２，３６７.８７

㎡です。権利の種類は、所有権の移転です。農地区分は、第３種農地です。

許可該当条項は、農地法施行規則第４３条第２号の「公共３００」に該当し

ます。事業計画についてご説明いたします。事業者は、市内に居住する個人

及び市内で宅地建物取引業を営む個人です。このうち、宅地建物取引業を営

む個人が令和３年４月に許可を受けて、建売住宅８棟を建築する計画でした

が、計画外の緑地部分に許可を受けずに居宅兼店舗を建築したため、この度、

手続きを行うものです。資金計画については、出農第２２５号の２９９及び

出農第２２６号の３７については実施済であり今後の支出予定はありません

が、出農第２２６号の３６については、建築中の建売住宅にかかる建築費が

所要資金額１，０００万円で、これに対する資金調達は自己資金の計画であ

り、証明を確認しています。 

議案書８ページの受付番号３０６番です。説明資料の６ページから８ペー

ジをご覧ください。転用場所は西新町三丁目の田１筆です。案内図は７ペー

ジです。転用目的は、宅地分譲地です。面積は、転用面積・所要面積ともに

２，２０４㎡です。権利の種類は、所有権の移転です。農地区分は、第３種

農地です。許可該当条項は、農地法施行規則第４４条第３号の「用途地域」

に該当します。事業計画についてご説明いたします。事業者は市内で宅地建

物取引業を営む法人です。この度、利便性の高い申請地を取得して宅地分譲

地として利用する計画です。資金計画については、所要資金額５，３４６万

円で、これに対する資金調達は自己資金及び借入金の計画であり、証明を確

認しています。 

議案書８ページの受付番号３０７番です。説明資料の９ページから１１ペ

ージをご覧ください。本案件は、事業計画変更の受付番号３９番とセットに

なりますので、議案書１４ページの受付番号３９番をあわせてご覧ください。

転用場所は湖陵町板津の畑２筆です。案内図は１０ページです。転用目的は、

個人住宅です。面積は、転用面積・所要面積ともに６２９㎡です。権利の種

類は、所有権の移転です。農地区分は、第２種農地です。許可該当条項は、

農地法第５条第２項第２号「非改良」に該当します。事業計画についてご説

明いたします。事業者は市内に居住する個人です。当初は、別の計画者が建

売住宅を建築する計画で許可を受けていましたが、計画者の都合により計画

を断念することになり、この度、申請地を取得し、個人住宅の建築を行う計

画です。資金計画については、所要資金額２，５００万円で、これに対する

資金調達は借入金の計画であり、証明を確認しています。 

議案書９ページの受付番号３０９番です。説明資料の１２ページから１４

ページをご覧ください。転用場所は、大社町杵築西の畑３筆です。案内図は
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１３ページです。転用目的は、貸駐車場敷地です。転用面積は９５８．０９

㎡、所要面積は２，７５１．６５㎡です。権利の種類は、所有権の移転です。

申請地は、土地改良事業の区域内農地と区域外農地が混在していますので、

農地区分は、第１種農地及び第２種農地です。許可該当条項は、農地法施行

規則第３６条の「１種３分の１未満」及び農地法第５条第２項第２号の「非

改良」に該当します。事業計画についてご説明いたします。事業者は、市内

で不動産賃貸業を営む法人です。この度、申請地の近くで実施される船舶駐

艇場整備事業に伴い、申請地を取得し、船舶駐艇場利用者のための貸駐車場

を整備する計画です。資金計画については、所要資金額１，２００万円で、

これに対する資金調達は自己資金の計画であり、証明を確認しています。 

議案書９ページの受付番号３１１番です。説明資料の１５ページから１７

ページをご覧ください。転用場所は斐川町富村の田２筆、畑２筆です。案内

図は１６ページです。転用目的は、建売分譲地です。転用面積は１，３５０

㎡、所要面積は２，７６９．１１㎡です。権利の種類は、所有権の移転です。

農地区分は、第１種農地です。許可該当条項は、農地法施行規則第３３条第

４号の「集落接続」に該当します。事業計画についてご説明いたします。事

業者は市内で宅地建物取引業を営む個人です。この度、利便性の高い申請地

を取得して建売住宅９棟を建築する計画です。資金計画については、所要資

金額２億１，０００万円で、これに対する資金調達は借入金の計画であり、

証明を確認しています。 

議案書１１ページの受付番号３１７番です。説明資料１８ページから２０

ページをご覧ください。本案件は、事業計画変更の受付番号３８番とセット

になりますので議案書１４ページをあわせてご覧ください。転用場所は高岡

町の田１筆です。案内図は１９ページです。転用目的は建築資材置場（倉庫）、

植物栽培室、駐車場等です。面積は転用面積・所要面積ともに１，５７６㎡

です。権利の種類は、賃貸借権の設定です。農地区分は、第２種農地です。

許可該当条項は、農地法第５条第２項第２号の「非改良」に該当します。事

業計画についてご説明いたします。事業者は、市内で建築工事業を営む法人

です。平成２５年に許可を受けて、貸店舗、貸事務所、資材置場等を整備す

る計画でしたが、貸店舗及び貸事務所の建築地変更に伴い、許可を受けずに

駐車場及び植物栽培室を整備したため、この度、手続きを行うものです。資

金計画については、所要資金額１７万２千円で、これに対する資金調達は自

己資金の計画であり、証明を確認しています。 

議案書の１１ページの受付番号３１８番です。説明資料の２１ページから

２３ページをご覧ください。転用場所は、高岡町の５筆です。案内図は２２

ページです。転用目的は、店舗敷地です。面積は、転用面積・所要面積とも
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に２，３０７㎡です。権利の種類は、賃貸借権の設定です。農地区分は、第

２種農地です。許可該当条項は、農地法施行規則第４５条第１号の「街区形

成」に該当します。事業計画について、ご説明いたします。事業者は、古本

書籍、雑誌の小売り販売業を営む法人です。この度、利便性の高い申請地を

賃借して小売店舗を建築する計画です。資金計画については所要資金額１億

５００万円で、これに対する資金調達は自己資金の計画であり、証明を確認

しています。 

議案書１１ページの受付番号３１９番です。説明資料２４ページから２６

ページをご覧ください。転用場所は斐川町直江の田１筆、畑２筆です。案内

図は２５ページです。転用目的は、駐車場敷地です。面積は、転用面積・所

要面積ともに２，１１４㎡です。権利の種類は、賃貸借権の設定です。農地

区分は、第３種農地です。許可該当条項は、農地法第５条第２項第２号の「非

改良」に該当します。事業計画についてご説明いたします。事業者は、病院

施設を経営する医療法人です。この度、利便性の高い申請地を賃借して病院

職員及び来院者用の駐車場を整備する計画です。資金計画については、所要

資金額５，２００万５千円で、これに対する資金調達は自己資金の計画であ

り、証明を確認しています。 

追認案件については、申請が事後になりましたが、悪意はないものと判断

しています。転用許可基準は満たしており、事業者には始末書の提出を受け、

農地法に違反することのないよう指導しております。その他の案件について

は、議案書及び参考資料でご確認くださいますようお願いいたします。 

つづいて、議第２１８号について、ご説明いたします。今月は、所有権の

移転が２件、賃貸借権の設定が１件、権利の移転設定を伴わない変更が１件

の合計４件の申請がありました。議案書は、１３ページから１４ページ、参

考資料は１ページから５ページ、９ページから１１ページ、１８ページから

２０ページになりますが、いずれもさきほど議第２１７号で説明しておりま

すので、単独での説明案件はございません。以上、議第２１７号の３０件及

び議第２１８号の４件については、いずれも農地法に規定する不許可・不承

認の要件には該当しないものと認められます。説明は以上です。 

 

議  長   ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２１７号農地法第５条

の規定による許可の決定及び承認について及び議第２１８号農地転用事業計

画変更の決定についてを承認される方の挙手を求めます。 
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議  長   挙手全員と認めます。よって、議第２１７号の全案件を許可相当とし、許

可決定及び承認いたします。また、議第２１８号を決定いたします。 

 

議  長   それでは、議第２１９号非農地証明について、を議題といたします。事務

局から内容について、説明をお願いします。 

 

高木行政専門員  それでは議第２１９号、非農地証明の申請について説明します。議案

書の１５ページ及び説明資料２７ページから３１ページをご覧ください。 

今月は２件の申請がありました。 

 受付番号３９番について説明いたします。申請地については議案書１５

ページに載せております。また説明資料の２７ページの位置図及び付近案

内図で申請場所をご確認ください。詳細については、説明資料２８、２９

ページの現況写真をご確認ください。申請地は長期間耕作をされず、樹木

が生い茂って山林、原野の状態となっています。現地確認は３月９日に板

垣農業委員、大崎推進委員、事務局職員で行っています。 

受付番号４０番について説明いたします。申請地については議案書１５

ページに載せております。また説明資料の３０ページの位置図及び付近案

内図で申請場所をご確認ください。詳細については、説明資料３１ページ

の現況写真をご確認ください。申請地は長期間耕作されず、樹木が生い茂

って山林の状態となっています。現地確認は３月１０日に伊藤農業委員、

渡部推進委員、事務局職員で行っています。 

２件の申請地は、農業的利用を図るための条件整備の予定はありません。

よって本案件は、非農地証明基準の「やむを得ない事情によって長期間耕

作放棄した土地で、その土地の周囲の状況からみて農地に復元しても継続

して利用することができないと認められる場合」に該当し、農地法第２条

に規定する農地以外のものであるとして非農地証明の対象となるものと考

えます。説明は以上です。 

 

議  長   板垣委員さんいかがですか。 

 

板垣委員   議席番号１７番の板垣です。この地域は佐田地域でも限界集落に近い場所

でありまして、川１本を挟んで出雲地域と接している地域でございます。先

ほど事務局から説明があったとおりでございますので、よろしくお願いいた

します。 

 

議  長   ありがとうございました。伊藤農業委員さんいかがですか。 
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伊藤委員   議席番号２１番の伊藤です。３月１０日に現地確認をいたしまして、事務

局の説明のとおりでしたので、よろしくお願いいたします。 

 

議  長   事務局及び担当農業委員から説明がありましたが、ご質問、ご意見はござ

いませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２１９号非農地証明に

ついて、承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、議第２１９号非農地証明について、を承認

いたします。 

 

議  長   次に、議第２２０号所有者等を確知できない農地の公示について、を議題

といたします。事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

後藤副主任  それでは、所有者等を確知できない農地の公示について、ご説明いたし

ます。農地法第３０条に基づき毎年実施している農地利用状況調査におい

て、遊休農地と判断された農地については、その農地の所有者等に利用意

向調査を実施するよう農地法第３２条第 1項に規定されています。しかし

ながら、令和４年度に実施した農地利用状況調査において遊休農地と判断

された農地のうち、告示案の１筆については、相続登記がされていない等

の理由のため、調査しても所有者等が確知できませんでした。つきまして

は、この農地について、農地法第３２条第３項の規定に基づき所有者等が

確知することができない旨を告示いたします。告示は、市役所東側の掲示

板に掲載するとともに、出雲市のホームページにも掲載する予定です。こ

れらの農地の所有者等は、告示の日から起算して２か月以内に申出書及び

その権原を証する書面を農業委員会事務局に提出していただきます。この

申出があった場合は、申出者にあらためて利用意向調査を実施し、農地の

利用意向があった場合、当該農地の活用が可能になります。また、申出が

なく他の者から当該農地の利用意向があった場合は、農地法第４１条の

「所有者等を確知できない場合における農地の利用」の規定と、第３９条

第１項の「島根県知事が裁定を行うこと」に関する規定により、農地中間

管理権を設定が可能となり当該農地の活用が可能となります。なお、１２
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月に所有者等を確知できない農地の公示について審議をお願いした際は

公示期間が６か月となっていましたが、令和４年に法律の改正があり、施

行日の令和５年４月１日以降の公示の場合は公示期間を２か月に短縮し

て行うように変更となりました。今回の農地については他者からの利用意

向の可能性がある場所でしたので、早く活用ができるように、今までは総

会での審議日からの公示としていたのに対し、改正後の法律の施行日であ

る４月１日を公示日とすることで最短での農地中間管理権の設定につな

げたいと考えます。説明は以上です。 

 

議  長   ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２２０号所有者等を

確知できない農地の公示について、を承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって所有者等を確知できない農地の公示について、

を承認いたします。 

 

議  長   次に、議第２２１号農作業料金及び農業臨時雇用賃金の決定について、を

議題といたします。事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

高橋副主任  それでは、議第２２１号令和５年度農作業料金及び農業臨時雇用賃金の

決定について、ご説明いたします。第３２回総会議案の１９ページをご覧

ください。佐田地域、多伎地域及び湖陵地域の農作業料金については、令

和４年度まで、出雲市農業委員会で決定しておりましたが、佐田地域につ

いては令和５年２月２０日付で令和５年度以降の農作業料金を佐田地区

農作業料金審議会で決定する旨の通知が提出されました。そのため、令和

５年度以降の農作業料金については多伎地域及び湖陵地域のみ出雲市農

業委員会で決定することとします。この令和５年度農作業料金案を作成す

るにあたり、多伎、湖陵地域で稲作を行っている認定農業者など５者に対

して実態調査を行い、すべての者から回答を得ました。その結果、すべて

の項目について標準作業料金より低い設定になっていました。また、出雲、

平田、長浜、大社、佐田、斐川における各地域の決定機関に対して、料金

改定に関する検討状況を確認した結果、正式決定でない地域もありますが、
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大社、佐田、斐川地域については苗代、燃料代の高騰により、項目によっ

ては令和４年度料金より上がっていますが、半数以上が令和４年度料金を

据え置きとする考え方のようです。これらを総合して判断し令和５年度の

料金につきましては、現在の料金を据え置きとし多伎地域についてはトラ

クターによる耕うん８，４００円、トラクターによる代かき８，９００円、

育苗１７，５００円、田植機による田植え作業８，８００円、コンバイン

による刈取り作業２１，６００円、もみ運送２，３００円、湖陵地域につ

いては耕うん９，３００円、代かき１１，３００円、育苗１８，０００円、

田植え９，３００円、刈取りもみ運送込み２３，７００円を令和５年度農

作業料金（案）としています。 

次に、農業臨時雇用賃金についてです。こちらも令和４年度と同額の１

日８時間８，０００円、１時間あたり１，０００円です。なお、８時間を

超える場合には２５パーセント加算とします。この割増率も昨年と変更あ

りません。この賃金は、斐川地域を除く市内全域を適用範囲としておりま

す。参考資料として２１ページに各地域別の料金を掲載しています。この

農作業料金と農業臨時雇用賃金は、作業項目別に一定の条件に基づいた標

準的料金、賃金を示すものです。個々の契約にあたっては、あくまで作業

条件などを勘案した双方の合意で決定していただくこととなります。 本

件につきご承認をいただけましたら、令和５年４月１日からこの料金を適

用することとし、農業者等から問い合わせがあった場合にはこの料金でご

案内をしてまいります。また、決定後には昨年度と同様、斐川地域へ情報

提供する予定です。説明は以上です。 

 

議  長   ご質問、ご意見はございませんか。 

 

今岡委員   議席番号１８番の今岡です。確認、勉強のために教えていただきたいの

ですが、農作業料金や臨時雇用賃金の決め方や根拠は、何に基づいて決め

ているのでしょうか。法律か何かがありますか。 

 

高橋副主任  金額の根拠については、実態調査によります。 

 

今岡委員   金額ではなくて、説明の中で、佐田多伎湖陵の話がでてきましたが、多
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伎と湖陵については、農業委員会で決めて佐田については、農作業料金審

議会で決めるということですが、農業委員会で決めたり、他の組織で決め

たりするところがでてきていますが、どこにそういったルールが決められ

ているのかと思ってお尋ねしています。 

 

藤原事務局長 法的な根拠はありません。話し合いをする組織があるところとないとこ

ろ、そういった体制の問題で、合併前から農業委員会で決めていたのが、

佐田、多伎、湖陵地域であったということです。決めるような組織がない

ところについては、農業委員会が標準的なところをお示しし、参考にして

いただいているところです。 

 

今岡委員   わかりました。そうすると、今まで慣例的に決めていたけでも、今回抜

けられるところがでてきて、全部の地域で決められる組織があると、農業

委員会の出番がなくなるという理解でよろしいでしょうか。 

 

藤原事務局長 そのとおりです。農業に関する調査、情報提供も農業委員会の業務の一

環として慣例的に行っているものです。 

 

今岡委員   わかりました。ありがとうございました。 

 

河原委員   議席番号５番の河原です。平田地域におきましては、斐川地域と相談し

ております。斐川地域は、比較的安い作業料金でやっておられます。これ

は、荒起こし、代かき、田植えをセットにしていくらとか、そういったも

のを基準にしてやっておられると思います。育苗は農協が育苗センターを

持っていて、一手に引き受けて圃場まで運んでいくらとか、いった関係で

こういった単価がでていると思います。 

       私は、平田農業機械銀行の代表をしていますが、毎年燃料アップ分など

の状況を受け、若干金額を上げたりしています。一応の基準を示していま

すが、双方の話し合いによって決めるケースが多いところです。私の考え

としては、料金を大幅に上げても農業者も経営が厳しいところではありま

すし、お互い農業者同士ですので、儲けと損のギリギリの線でお互いやろ

うやという世界でやっています。平田地域では、今年の春から畔塗を１０
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円／ｍ上げたりしています。コンバインの作業料金に運搬賃も含んでいま

すが、別途必要だという声もあります。作業面積が狭い場合は、コンバイ

ンの輸送料金が捻出できないケースもありますので、双方相談してくださ

いと言っているところです。参考になればと思います。なお、道路には泥

をおとさないようにお願いします。 

 

藤原事務局長 せっかく平田地域の状況をお話しいただきましたので、今回事務局で取

りまとめさせていただいた内容については、佐田、多伎、湖陵については、

実際にやっていらっしゃる料金を調べさせていただいて、平均値的に比較

して据え置きという形でまとめさせていただいています。地域によっては、

これを検討する組織がございまして、出雲や斐川でも苗代とかを積算され

ているところですが、燃料費や人件費の高騰分をそのまま作業料金に反映

させていくと、作業委託ではなく、利用権を結んでほしいという話になる

ようです。全作業を受けこめる余力がないという中で、部分的に作業委託

を受けることでみんながやっていけるようにと考えられながらどこもあ

まり上げられないという背景があるようです。 

 

議  長   他にご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見は無いものと認めます。それでは、議第２２１号令和５年度

農作業料金及び農業臨時雇用賃金の決定について、を承認される方の挙手

を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって議第２２１号令和５年度農作業料金及び農業

臨時雇用賃金の決定について、を承認いたします。 

 

議  長   予定していた議事は終了しました。 

以上をもって、本日の全ての議事日程を終了いたします。 
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議長が、総会の閉会を宣する。 午後４時１５分 

 

 

議事に参与した者の職、氏名 

 農業委員会事務局 

  藤原事務局長、山田次長、吉川主任、後藤副主任、高橋副主任、和泉主事、 

高木行政専門員 

 農業振興課 

  農地利用調整係 河井係長 

 

以上、会議の顛末を記録し、その相違なきことを証するため署名する。 

 

 

 議  長 

 

       ―――――――――――――—―――――――――――― 

 

 署名委員 

 

       ―――――――――――――—―――――――――――― 
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